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28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～
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【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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教育・保育施設給付事業

　教育・保育を必要とする小学校就学前子どもの健やかな成長を図るため、対象が良質かつ安定的なサービスを
提供できるよう助成する。
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

高い やや高い

対象外

【コスト】

【負担割合】

　給付の単価は、国が定める公定価格に基づき設定している。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

　平成２８年４月１日から新設施設が３園（小規模保育事業）の増え、定員数は５０名の増となった。
　また、既存施設の定員増が３園（保育園、認定こども園、小規模保育事業）あり、定員数は４９名の増と
なった。
　保育ニーズに対応して、施設数及び定員数が増加し、既存施設を含めそれらの給付費を適切に支給
した。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　 子ども・子育て支援新制度開始に伴う教育・保育ニーズや施設等の動向を注視しながら、おおむら子
ども・子育て支援プランに基づき、教育・保育ニーズに対応する教育・保育施設等へ給付費を適切に支
給する。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

　利用者が支払う利用者負担額（保育料）は、国が定める基準や地域の実情などを勘案して適正に設定している。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い

　核家族化の進行や母親の就業が増加したことなどから、おおむら子ども・子育て支援プランで目標としている入所率110％を
上回っており、更に計画に基づき取り組む必要がある。

【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

　私立の教育・保育施設等における教育・保育の実施は、保護者の就労支援など母子保健・児童福祉の充実に大きな効果があ
る。

やや低い

該当なし

　共働き家庭の増加や就労形態の多様化により長時間保育に対する市民ニーズは増加しており、市全
体の施設等定員増があったにも関わらず、入所率は110％を上回っているのが現状である。

高い やや高い 低い

低い

　子ども・子育て支援法の規定に基づく教育・保育施設等給付は、市の固有の事務である。

該当なし

低い 該当なし

　地域における教育・保育環境の整備を推進し、充実した教育・保育サービスの提供を継続していくためには、私立の教育・保
育施設等への運営費給付は欠かすことができない。

低い 該当なし
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